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（要旨）
マネジメント・コントロール・システムには、既定の戦略を実行する役割が期待されている。

それだけでも重要な意義をもち、企業業績に与える貢献は大きく、その価値は計り知れない。
これに加えて、さらに重要性が注目されているのは、組織の戦略を見直し、変更しなければな
らない状況下での役割である。企業環境の変化、競合企業との関係性、製品ライフサイクルな
どの要因によって、既定の戦略の変更を迫られる場面は例外的ではない。本稿では、戦略変更
を迫られる状況下で、マネジメント・コントロールはどのような役割を果たすべきかを検討す
る。具体的には、de Wit & Meyer （２０１４）の戦略変更のプロセスと組織コンテクストという
概念に依拠して、戦略変更には多様な側面があること、それゆえ、戦略変更に対するマネジメ
ント・コントロールの役割も多様であることを確認する。本稿では、戦略変更のプロセス、組
織コンテクスト、時期、組織の４つの要素を包含した分析枠組みを提案する。
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はじめに

マネジメント・コントロール・システム
（management control system）には、既定
の戦略を実行する役割が期待されている。そ
れだけでも重要な意義をもち、企業業績に与
える貢献は大きく、その価値は計り知れない。
これに加えて、さらに重要性が注目されてい
るのは、組織の戦略を見直し、変更しなけれ
ばならない状況下での役割である。新しい技
術が続々と開発され、顧客の嗜好は絶えず変
化することから、多くの事業には寿命がある。
競合企業は優位性を獲得しようとして、これ
までにない手を次々とくりだす。企業の存続
と発展のためには、環境の変化に適切に対応
しなければならないが、そのためには既定の
戦略を変更することが必要となる。

企業環境の変化、競合企業との関係性、製
品ライフサイクルなどの要因によって、既定
の戦略の変更を迫られる場面は例外的ではな
い。本稿では、戦略変更を迫られる状況下で、
マネジメント・コントロールはどのような役
割を果たすべきかを検討する。戦略マネジメ
ントの領域における研究成果をふまえ、従来
の研究で取り込められていなかった新たな要
素を組み込んだ分析枠組みを提案するのが本
稿の目的である。

戦略変更は非常に重要な経営課題であるこ
とに加え戦略変更の状況が一様ではないため、
マネジメント・コントロールとの関係を考え
るのが難しい。戦略変更に対して、マネジメ
ント・コントロールがどのような役割を担う
のかを整理することには、大きな意義がある
と考える。

具体的には、de Wit & Meyer （２０１４）に
よる戦略変更のプロセスと組織コンテクスト
という概念に依拠して、戦略変更には多様な
側面があること、それゆえ、戦略変更に対す
るマネジメント・コントロールの役割も多
様であることを確認する。まず、de Wit & 

Meyer （２０１４）の見解に基づいて、戦略変更
のプロセスと組織コンテクストという要素に
加えて、戦略変更の時期およびその対象組織
という２つの要素を付け加え、計４つの要素
からなる分析のための枠組みを提案する。さ
らに、その分析枠組みを戦略変更の代表的
な研究であるSimons （１995）のケース研究、
Abernethy & Brownell （１999）の定量的研
究、Dent （１99１）のケース研究にあてはめて
検討することによって、戦略変更におけるマ
ネジメント・コントロールの多様な役割を整
理していきたい。

1　戦略変更に関する先行研究

議論を進めるにあたって、本稿の重要概念
である「戦略変更」とは何かについて、その
必要性も含めて確認する。

de Wit & Meyer （２０１４）は、「組織の存続
にとって、変化は当然のことである。問われ
るのは、いつ、どのように、どの方向で変
化するべきか、ということである」（p. １66）
と指摘し、変化は当然に必要なことであると
している。他方で、「ただし、すべての変化
が戦略変更ではない。」（p.１66）とも指摘し、
戦略変更とそれ以外の業務変更（operational 
change）とはレベルが異なるとしている１）。
本稿で対象とする戦略変更とは以下のような
ものである。

すなわち、戦略変更（strategic change）
とは、基本的なビジネス・システム自体の更
新を意味する。ビジネス・システムは、ビジ
ネス・モデル（事業を行う方法）と組織シス
テム（組織構築の仕方）から構成される。し
たがって、戦略変更とは、ビジネス・モデル
ないし組織システムの根本的な更新である。

この定義において注目すべきは、戦略変更
の中に、組織システムの変更である組織変化

（organizational change）が含まれている点
である。本稿では、このように戦略変更に組
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織変化も含めて広く理解することにしたい。
戦略変更に関する先行研究は、⑴戦略変更

のコンテンツに関する先行研究と⑵戦略変更
のプロセスに関する先行研究の２つに大別
される２）。前者は何を変えるかという問題を
扱った研究アプローチであるのに対して、後
者はどう変えるかという問題を追究したアプ
ローチである。

1. 1　戦略変更のコンテンツに関する先
行研究

特にマネジメント・コントロール研究との
関連で、戦略変更のコンテンツに関する注目
すべき研究としては、以下のようなものがあ
る。

Argyris （１977）は、「シングル・ループの
学習」、「ダブル・ループの学習」という概念
を提唱し、組織変化（組織学習）の深さの相
違を明らかにしている。このような深さに注
目した見解は、Levy （１986）による「根本
的変化」、「二次的変化」という概念、Senge 

（１99０）による「適応的学習」、「生成的学習」
という概念と問題意識が共通している。ま
た、Mintzberg & Westley （１99２） は、「 組
織の状態の変化」と「組織の方向性の変化」
とを峻別することで、変化のレベルを多面
的に評価する理論を提示している。さらに、
Laughlin （１99１）は、組織の構成要素のコン
テンツ（レベル）を３つ（解釈図式、組織デ
ザイン、副次要素）に分けて把握した上で、
組織変化についてマネジメント・コントロー
ルの観点から分析するのに役立つモデルを提
案している。

1. 2　戦略変更のプロセスに関する先行
研究

戦略変更のコンテンツとは別に、戦略変更
のプロセスに着目した研究も蓄積されている。

Greiner （１97２）は、混乱期と安定期が交
互に出現する「企業の５段階成長モデル」を

提案している。前述のLaughlin （１99１）は、
組織変化のコンテンツに着目した上で、さら
に組織変化のプロセスを「反発」、「方向転換」、

「植民」、「進化」という４つのモデルに整理
している。Mintzberg & Westley （１99２）は、
組 織 変 化 をLearning、Visioning、Planning
の３つからなるプロセスとしてモデル化して
いる。Thomas （１99４）は、戦略選択と環境
適応という概念を用いて、組織変化のプロセ
スを解明しようとしている。

2　戦略変更の分析枠組み

2. 1　戦略変更の2つの問題領域
本稿では、戦略変更という重要かつ複雑な

現象を分析する手がかりとして、経営戦略上
の課題を３つの要素（①戦略コンテンツ、②
戦略プロセス、③戦略コンテクスト）に分
類して整理しているde Wit & Meyer （２０１４）
の見解に着目する。

de Wit & Meyer （２０１４）の見解に依拠し
たのは、以下の理由による。第１に、戦略を
コンテンツ、プロセス、コンテクストの３つ
の観点から検討し、コンテンツとプロセスだ
けでなく、コンテクストにも着目しているこ
とである。変化の対象となるコンテンツおよ
び変化の経過についての議論であるプロセス
だけでなく、両者に密接に関連し、両者を規
定する可能性のある要因として、コンテクス
トをフレームワークに含めることで、今後、
より網羅的かつ総合的な考察を行う道が開か
れると考えられる。第２に、コンテンツ、プ
ロセス、コンテクストの３つの観点について、
両極の理念型によって論点を整理しているこ
とである。すなわち、唯一最善の解や方法論
を所与とした議論ではなく、状況に応じた使
い分けを想定している。両極の理念型の存在
をパラドックスと捉え、現実的な対応をその
パラドックスの解消として位置づけ、両極の
間に位置する状況が視野に収められている。
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ただし、本稿において、戦略変更に関して
議論の対象とするのは、①戦略変更のプロセ
スと②戦略変更の組織コンテクストについて
のみである。すなわち、戦略コンテンツおよ
び戦略コンテクストのうち業界コンテクスト
３）と国際的コンテクスト４）は考察対象から
外した。その理由は、第１に、戦略コンテン
ツは変更される戦略の具体的な内容であっ
て、置かれた状況が違えば採用すべき戦略は
異なるはずであり、それを一緒に含めて考察
すると議論がかなり複雑になってしまうから
である。第２に、影響システムとしてのマネ
ジメント・コントロールの本質（伊丹, １986, 
p. ２１）から、戦略変更のコンテクストに関
しては、まずは組織コンテクストに焦点を当
てるべきだと考えられるからである。

2. 2　戦略変更のプロセス
戦略変更について本稿で注目する第１の要

素は、戦略変更のプロセスである。戦略変更
プロセスの両極の理念型としては、それが

「革命的」か「進化的」か、という問題があり、

現実的にはその間のどこかに位置づけられる
（図表１を参照）。

一方の極は、革命的変更（revolutionary 
change）であり、ビッグバン・アプローチ

（big bang approach）とも言われる。断続的
に速いスピードで、大きなゆれ幅の変化が生
じるケースである。その代表的な研究として
は、Hammer （１99０）によるリエンジニアリ
ング革命の提唱などがある。

もう一方の極は、進化的変更（evolutionary 
change）であり、変態アプローチ（metamor-
phosis approach）とも言われる。継続的にゆっ
くりしたスピードで、ゆれ幅の小さな変化が
累積していくケースである。その代表的な研
究としては、日本企業の継続的改善の取組み
を紹介したImai （１986）の研究や、「学習す
る組織」の構築を主張したSenge （１99０）の
研究などがある。

2. 3　戦略変更の組織コンテクスト
戦略変更について本稿で注目する第２の要

素は、戦略変更の組織コンテクストである。

図表2　戦略変更の組織コンテクスト

図表1　戦略変更のプロセス

出所：de Wit & Meyer （2014）より作成。

出所：de Wit & Meyer （2014）より作成。
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戦略変更プロセスが革命的変更と進化的変更
の両極に整理されるのと同様に、組織コンテ
クストについても２つの両極の理念型が考え
られる。すなわち、「リーダーシップ主導」
か「組織ダイナミクス主導」か、という問題
であるが、現実的にはその間のどこかに位置
づけられる（図表２を参照）。

一方の極は、戦略変更が生じる組織コンテ
クストはトップ・マネジメントのコントロー
ル下にあり、トップ・マネジメントの意図
に基づいて戦略変更が行われる状況である。
リーダーシップ主導の立場の代表的な研究と
しては、Cyert （１99０）の研究などがある。

もう一方の極は、事前のシナリオが存在せ
ず、混沌とした中で組織の活力に任せて合意
形成が行われており、現場からのボトムアッ
プで戦略の変更が推進される状況である。組
織ダイナミクス主導の立場の代表的な研究と
しては、自発的な秩序形成を重視したStacy 

（１993）の研究などがある。
組織コンテクストがリーダーシップ主導か

組織ダイナミクス主導かという議論は、一般
的なマネジメント・コントロールの役割と密
接な関係がある。リーダーシップ主導の組織
コンテクストであれば、マネジメント・コン
トロールに期待される役割は、既存の戦略の
効率的な実行である。他方、組織ダイナミク
ス主導の組織コンテクストであれば、マネジ
メント・コントロールに期待される役割は、
現場に対して試行錯誤を促し、組織学習を促
進させ、新たな戦略の創発につながるような
状況を作り出すことである。

2. 4　戦略変更のパラドックスへの対処
法

上記のように、戦略変更のプロセスには革
命的変更と進化的変更、組織コンテクストに
はリーダーシップ主導と組織ダイナミクス主
導という両極の理念型が存在している。では
実際には、そのようなパラドックスについて、

どのように対処すべきであろうか。de Wit 
& Meyer （２０１４, p. １7） によると、それには
①場所的分離（組織を分ける）、②時期的分
離（時期を分ける）、③同時処理（併存させる）
というの３つの方法がある。

場所的分離とは、異なる場所（組織）で、
それぞれのアプローチを実施する方法である。
時期的分離とは、時期に応じて、その時々で
それぞれのアプローチを追求する方法であ
る。同時処理には、両者の「バランスを取る」、
両者を「併置する」、両者を「合成する」、両
者を「止揚する」といった方法がある。

戦略変更に関して具体的に見るならば、場
所的分離には、たとえば既存事業では進化的
変更、新規事業では革命的変更、というよう
に事業単位ごとに革命的変更と進化的変更を
使い分けるケースが相当する。あるいは、あ
る事業部は組織ダイナミクス主導で、別の事
業部ではリーダーシップ主導、といったケー
スが相当する。また、時期的分離には、たと
えば、まずは革命的変更を引き起こし、それ
が定着したら進化的な変更が生じるような
ケースが相当する。あるいは、緊急対策が必
要な時期にはリーダーシップ主導で行い、安
定化してきたら組織ダイナミクス主導に任せ
る、といったケースが相当する。

同時処理、そのうちのバランスを取る
（balancing）という方法５）は、「陰と陽のバ
ランスを取る」といった状況を意味しており、
両極の要素が共に適度な割合で含まれるケー
スである。すなわち、革命的変更と進化的変
更の両方、あるいは、リーダーシップ主導と
組織ダイナミクス主導の両方が、適切なブレ
ンドで含まれることになる。その具体例は、
後述するSimons （１995）が調査した戦略変
更のケースに見ることができる。

2. 5　戦略変更を検討するための枠組み
これまで述べてきたように、戦略変更と一

口に言っても、実にさまざまな側面から分析
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することができる。それぞれの戦略変更の側
面に応じて、それに対するマネジメント・コ
ントロールの役割は異なってくるはずである。

前述したように、de Wit & Meyer （２０１４）
の見解に依拠すると、戦略変更には、戦略変
更のプロセスとその組織コンテクストという
問題領域がある。さらに、それらに関する両
極の見解（パラドックス）の解消方法には、
同時に処理するという方法の他に、場所を分
けたり時期を分けたりする方法も存在してい
る。

そこで、これらの戦略変更の側面を筆者な
りに整理してみると、①戦略変更のプロセス、
②戦略変更の組織コンテクスト、③戦略変更
の時期、④戦略変更の対象組織の４つの要素
にまとめることができ、そこから以下のよう
な戦略変更の分析枠組みが得られる（図表３
を参照）。

戦略変更といっても一様ではなく、さまざ
まなパターンがあり得る。部分的な状況だけ
を検討して、そこから得られた知見を一般論
であるかのごとく議論しても生産的ではない。
むしろ危険であるとさえ言えよう。戦略変更
とマネジメント・コントロール・システムの
関係性を検討するためには、戦略変更の全体
像を網羅し、包括的に把握する枠組みが必要
である。本稿では、そのような枠組みとして、

de Wit & Meyer （２０１４）の見解からマネジ
メント・コントロール研究上重要と考えられ
る要素を抽出して、図表３のような分析枠組
みを提案したい。

戦略変更の分析枠組みには４つの要因があ
り、それぞれが互いに絡み合っている。図表
の右下のボックスにある「組織」とは、組織
全体を対象とした戦略変更であるか、一部の
組織のみを対象としているのか、というよう
に、戦略変更が行われる組織に複数の可能性
があることを意味している。左下の「時期」
は、複数の内容からなる戦略変更が行われる
時期が一緒（同時期）であるのか、それぞれ
異なる時期に行われるのか、というように、
戦略変更が行われる時期の区分を意味してい
る。左上の「プロセス」とは、戦略変更プロ
セスが革命的変更であるか進化的変更である
のか、というように、戦略変更のプロセスの
違いを意味している。右上の「組織コンテク
スト」とは、リーダーシップ主導での戦略変
更か組織ダイナミクス主導か、というように、
戦略変更の組織コンテクストの違いを意味し
ている。

この枠組みを適用することによって、いろ
いろなパターンからなる戦略変更の識別が容
易になる。たとえば、BSC （Balanced Score-
card）を用いて一気に戦略を変更しようとす

図表3　戦略変更の分析枠組み

出所：de Wit & Meyer （2014）の見解に基づき筆者作成
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る場合は、短期間のある「時期」に、「組織」
の全体（ないしは、特定の事業部という「組
織」）を対象にして、リーダーシップ主導と
いう「組織コンテクスト」で、革命的な「プ
ロセス」で戦略を変更していくことを意味し
ている。

あるいは、イノベーションに基づいた新規
事業の立ち上げという戦略変更について、こ
の枠組みをあてはめて詳細に分析してみると
以下のようになる。そもそも、新規事業の立
ち上げということ自体は、革命的変更であり、
リーダーシップ主導である。ただし、その対
象「組織」は、新規事業のための一部の組織
単位である。戦略変更の「時期」については、
図表４のようにイノベーション・プロセスを、
アイデア創出、イノベーション実現、価値獲
得の３つの段階に分けて考察することができ
る。このうち、アイデア創出の段階は、組織
ダイナミクス主導で現場からのさまざまな提
案が集められる。イノベーション実現の段階
は、リーダーシップ主導と組織ダイナミクス
主導のブレンドで推進される。具体的には
DDP （discovery-driven Planning）（McGrath 
& MacMillan, １995）などの「学習志向の計
画法」を用いて、学習を通じて進化的な変化
が生じる。すなわち、計画自体はリーダーシッ
プ主導で設定されるが、具体的な学習は組織
ダイナミクス主導でなされる。価値獲得の段
階（事業の安定化以降）では、リーダーシッ
プ主導で組織の通常の運営がなされる。この
事業安定化以降には、進化的変更が生じるこ
ともあれば、リーダーシップ主導でまた革命

的変更が引き起こされることもありうる。 
このように、一口に戦略変更といっても、

本稿で提案する枠組みに照らしてみると、実
に多様な状況がありうることが、より整理さ
れた形で明確化されるであろう。

3　先行研究の分析

以下では、上述の分析枠組みを適用して、
代表的な戦略変更に関するマネジメント・コ
ントロール研究を分析してみる。

3. 1　Simons （1995）による戦略変更の
研究

⑴　Simons （1995）による戦略変更のケー
ス研究

Simons （１995）による戦略変更のケース
では、新たなトップ・マネジメントの着任に
伴う戦略転換（基本的な方向性の変更）のケー
スが４社分の事例をまとめた形で記述されて
いる（pp. １２7-１４１）。

この戦略転換のケースでは、前任者が失敗
の責任を取って更迭された後に、新しい経営
者が着任した。新たに着任したトップ・マネ
ジメントは、事業戦略の基本的な方向性を転
換しようとしていた。前任者の失敗の尻拭い
のため、トップ・マネジメント自らが考案し
た新しい戦略の実行に対して、全組織を大至
急、取りかからせる必要があったためである。

このとき、戦略転換のために複数のコント
ロール・レバーが活用された。すなわち、経
営理念のシステムと事業境界のシステムに

図表4　イノベーション・プロセス

出所：Govindarajan & Trimble, 2005, p. 6（一部修正）
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よって、組織の新しい方向性が示され、許容
される事業ドメインが設定された。診断的コ
ントロール・システムによって、新しい戦略
の実施状況が監視されるとともに、業績と報
酬とが結びつけられ、戦略の実行へのインセ
ンティブが組織成員に与えられた。これに加
えて、インターラクティブ・コントロール・
システムが、戦略上の不確定要素に関する情
報入手、および現場からの戦略の創発のため
に導入された。

⑵　Simons （1995）によるケース研究の
解釈

⒜　戦略変更のプロセスについて
戦略変更のプロセスには、さまざまなバリ

エーションがある。前述のように、戦略変更
は革命的に行われるか、進化的に生じるかと
いう両端の間のどこかにプロットされる。

Simons （１995）が調査した戦略転換のケー
スにおいて、そのきっかけとなったのはトッ
プ・マネジメントの交代である。戦略変更の
時期に着目するならば、それはトップ・マネ
ジメントの交代をきっかけとした同じ時期に、
革命的変更と進化的変更が生じた。そして、
それはトップ・マネジメントの交代をきっか
けとして企業全体に関して行われたので、戦
略変更が行われた組織に着目するならば、革
命的変更と進化的変更は同じ組織で行われた
ものであった。

したがって、前述の２. ４であげた３つの
パラドックスの対処法（①場所的分離、②時
期的分離、③同時処理）のうち、このケース
では同じ時期に同じ組織で革命的変更と進化
的変更が行われていたので、同時処理（その
うちの「バランスを取る」）が実施されてい
たことになる。すなわち、革命的変更と進化
的変更との間で、適切なブレンドを見いだし、
それが推し進められていたのである。そのバ
ランスとしては、前任者の失敗という経緯か
ら、どちらかと言えば、革命的よりに戦略変
更が行われていたと考えられる。

その際におけるマネジメント・コントロー
ル・システムの役割について見ると、革命的
な戦略変更に関しては、経営理念のシステム、
事業境界のシステム、診断的コントロール・
システムによって、戦略を一気に変更するこ
とが行われた。他方、進化的な戦略変更に関
しては、インターラクティブ・コントロール・
システムによって、戦略創発への道が開かれ
ていた。

⒝　戦略変更の組織コンテクストについて
戦略変更の組織コンテクストについての議

論は、戦略変更がリーダーシップ主導で行わ
れるべきか、組織ダイナミクス主導で行われ
るべきかという問題に関するものである。そ
れは、単にいずれがよいかという問題ではな
く、①場所的分離、②時期的分離、③同時処
理という選択肢を考慮する必要がある。

Simons （１995）が調査した戦略転換のケー
スは、トップ・マネジメントの交代をきっか
けにして（同じ時期に）、既存事業において（同
じ組織で）生じたものであるため、その組織
コンテクストは、リーダーシップ主導と組織
ダイナミクス主導の間で、適切なブレンドを
見つけようとする同時処理（そのうちの「バ
ランスを取る」）であったことになる。すな
わち、戦略変更の一部はリーダーシップ主導
でなされ、一部は組織ダイナミクス主導でな
された。そして、そのバランスとしては、前
任者の失敗の結果、新しく採用されたトッ
プ・マネジメントが行った取組みであるため
に、どちらかと言えば、リーダーシップ主導
よりで戦略変更が行われていたと考えられる。

このケースにおいて、リーダーシップ主導
の要素は、トップ・マネジメントが４つのコ
ントロール・レバー（経営理念のシステム、
事業境界のシステム、診断的コントロール・
システム、インターラクティブ・コントロー
ル・システム）を設けたことに見られる６）。
そのうち、経営理念のシステム、事業境界の
システム、診断的コントロール・システムを
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用いて、戦略変更がリーダーシップ主導で行
われたのである。

他方、組織ダイナミクス主導の要素もその
ケースには見て取ることができる。具体的に
は、インターラクティブ・コントロール・シ
ステムによって現場からの戦略創発を促そう
としたことである。ただし、インターラクティ
ブ・コントロール・システムは、トップ・マ
ネジメントが認識した戦略上の不確定要素に
対して組織学習の焦点を向けさせようとする
もので、組織学習に対するトップ・マネジメ
ントの関与を重視したシステムである。この
ため、組織ダイナミクス主導の戦略創発が期
待されていると言っても、インターラクティ
ブ・コントロール・システムを用いる場合に
は、戦略創発に対するトップ・マネジメント
の一定の関与が想定されていることに注意す
べきであろう。

以上をまとめると、Simons （１995）のケー
ス研究における戦略変更は、図表５のような
ものであったことが判明する。

⒞　Simons （1995）によるリーダーシッ
プ主導の重視

Simonsの見解に対しては、組織コンテク
ストとの関連で、Gray （１99０）が次のような
興味深い指摘をしている。

すなわち、Simons （１99０）によると、学習
は組織の下位層に対して、トップ・マネジメ
ントがその戦略的な意図を伝えることによっ

て行われるプロセスとして描かれている。そ
こでは、トップ・マネジメントは、「不確実
性の海」を航海する全知全能者としてイメー
ジされている。さらに組織の下位層が、定め
られた戦略行動を取るのは当然とされている。
他方、現行の戦略から逸脱した提案がボトム
アップでなされたとしても、その受け入れに
トップ・マネジメントが抵抗することがあり
えるとされている７）。　

このGray （１99０）の指摘からも判明するよ
うに、Simonsが想定している組織コンテク
ストは、リーダーシップ主導の色彩が強い。

Simons （１995）のコントロール・レバー
論を詳細に分析するならば、それはトップ・
マネジメントが設けた一定の枠内に限って組
織成員の自主性を尊重して組織ダイナミクス
のポテンシャルを発揮させようとするもので
あると理解できる。すなわち、以下のように、
そこにはリーダーシップ主導よりの立場が見
て取れる。

第１に、事業境界のシステムによって、許
容されるドメインを限定し、その領域内に
限って自由な取り組みが許容されている８）。
第２に、診断的コントロール・システムによっ
て、公式的に結果については責任を負わせた
上で、どのように取り組むかについての自
由を認めている。いわゆるMerchant （１98２）
がいう結果のコントロールであり、具体的な
手順や方法を詳細に規定する訳ではないが、

図表5　Simons（1995）のケース研究の分析結果

出所：筆者作成
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所定の結果を出すことが求められている。第
３に、インターラクティブ・コントロール・
システムでは、トップ・マネジメントが認識
した戦略上の不確定要素に対して組織学習の
焦点を向けさせようとするものであって、組
織学習に対するトップ・マネジメントの関与
が重視されている。

3. 2　Abernethy & Brownell （1999） に
よる戦略変更の研究

⑴　Abernethy & Brownell （1999）による
戦略変更に関する定量的研究

次にAbernethy & Brownell （１999）によ
る戦略変更に関する定量的研究について検
討する。この研究は、上述のSimons （１995）
によるインターラクティブ・コントロール・
システムの概念に依拠して、戦略変更と予算
の利用方法が業績に与える影響を定量的に分
析することを目的としている。調査対象とし
ては、オーストラリアの大規模な公立病院が
選択され、対象病院数は63機関であり、回答
者は病院長であった。

この分析からは、以下の点が明らかになっ
た。すなわち、大きな戦略変更の状況下にお
ける予算のインターラクティブな利用は、業
績に対して正の効果を及ぼす。他方で、小さ
な戦略変更（あるいは戦略変更なし）の状況
下において業績に対して正の効果を及ぼすの
は、予算の診断的な利用である。

戦略変更の測定方法としては、Miles & 
Snow （１978）のディフェンダー /プロスペ
クターの分類を病院にあてはめ、その病院が
どちらのタイプにあてはまるのかを、７点ス
ケールで、病院長が回答するという方法が採
用された。そして、２年前と現時点の点数の
差から、戦略変更の大きさが測定された。

⑵　Abernethy & Brownell （1999）による
定量的研究の解釈

⒜　戦略変更のプロセスについて
戦略変更のプロセスが、革命的か進化的か

については、Abernethy & Brownell （１999）
の研究からは不明である。これは、２年前と
現時点の点数の差から、戦略変更の大きさを
測定しているので、その期間内にどのような
経緯をたどって戦略が変更されたかがまった
く分からないためである。63病院の個別の状
況も分らなければ、全体的な傾向もつかめな
い。

⒝　戦略変更の組織コンテクストについて
戦略変更の組織コンテクストが、リーダー

シップ主導で実施されたか、あるいは、組織
ダイナミクス主導で実施されたかについても
一切不明である。調査方法が、２年前と現時
点の点数の差から戦略変更の大きさを測定し
ているので、誰が中心となって戦略変更を導
いたのかについて情報を得る術がないためで
ある。

結果として、大きな戦略変更の場合に予算
のインターラクティブな利用が適切である

（戦略を微調整する場合には予算の診断的な
利用が適切である）という結論が示されてい
るが、マネジメント・コントロール・システ
ムがどのような役割を果たしたのか、そのメ
カニズムについては解明されていない。

この点に定量的研究の難しさや限界が存在
すると考えられる。Abernethy & Brownell 

（１999）が採用したような定量的な研究アプ
ローチによっては、本稿が重視する戦略変更
を識別する４つの変数、①変更プロセス、②
組織コンテクスト、③時期、④組織に関して、
十分な情報が入手できない。すなわち、定量
的な研究では、戦略変更の多様な側面につい
て考察できないのである９）。 

以上をまとめると、Abernethy & Brownell 
（１999）の定量的研究における戦略変更につ
いては、図表６のように、その詳細は不明で
ある。
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3. 3　Dent （1991）による戦略変更の研
究

⑴　Dent （1991）による戦略変更のケース
次にDent （１99１）による戦略変更のケース

研究について検討する。この研究では、国営
企業のEuro Rail社（仮称）において、１98０
年代に「鉄道の文化（公共サービスとしての
鉄道）」から「ビジネスの文化（利益獲得の
手段としての鉄道事業）」へと戦略変更が生
じた状況を分析している。戦略変更が必要に
なった理由は、政府の方針が変わり、それま
での公営事業としてのぬるま湯体質が見直さ
れ、事業の収益性が強く求められるように
なったことにある。

企業の体質転換のために、最初に、ビジネ
ス・マネジャーという新たなポストが設置さ
れた。ビジネス・マネジャーは、各市場セグ
メント（e.g.長距離旅客輸送、短距離旅客輸送、
貨物輸送、小包郵便輸送）の最終損益に責任
を負っていたが、本社所属のスタッフであり、
鉄道業務に対して直接的な権限は与えられて
いなかった。

ビジネス・マネジャーの新設に続いて、セ
グメント別損益計算が修正された。それまで
負担させられていなかった共通費が各市場セ
グメントに配賦されるようになった（「コス
トの完全分配の原則」）。これは、各ビジネス・
マネジャーが市場セグメントの最終損益に責
任を負っているために、必然的に実施された
修正であった。

このようにビジネス・マネジャーが新設さ
れ、損益計算の方法がそれに伴って見直され

たが、鉄道業務についてはまったく変更がな
されなかった。この結果、ビジネス・マネ
ジャーとしては、最終損益に責任はあっても、
他の部署に関与し、必要な情報を入手するた
めのフォーマルな地位が確立されていないと
いうジレンマに直面した。

このような状況を解消するために、ビジネ
ス・マネジャーからCEOに対し、その地位
をより向上するよう働きかけが行われた。こ
の結果、ビジネス・マネジャーの権限が大幅
に引き上げられ、鉄道業務の責任者である地
域ゼネラル・マネジャーと同列に扱われるこ
とになった。さらに、伝統的に大きな権力を
持っている地域ゼネラル・マネジャーと互角
に渡り合うため、その後もビジネス・マネ
ジャーからCEOに対し，マネジメント・コ
ントロール・システム変更の働きかけがなさ
れ、次々にそのシステムが変更されていった。

具体的には、長期計画システムの運営方法
が変更され、計画策定に際して地域ゼネラ
ル・マネジャーだけでなく、ビジネス・マネ
ジャーも正式に関与するようになった。また、
資本支出手続きが変更され、資本支出に関し
て地域ゼネラル・マネジャーだけでは決定で
きず、ビジネス・マネジャーの承認が必要と
なり、ビジネス・マネジャーが投資に拒否権
を持つようになった。さらに、予算システム
が変更され、地域別予算を市場セグメント別
にも分析にするようになり、そこにビジネス・
マネジャーが関与するようになった。

新設当初はほとんど存在感を発揮できな
かったビジネス・マネジャーであったが、相

図表６　Abernethy & Brownell（1999）の定量的研究の分析結果

出所：筆者作成
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次いで組織およびマネジメント・コントロー
ル・システムが改編され、それが定着してい
くにつれて、重要な地位を占めるようになっ
た。管理者層にとっては、それまであまり重
視して扱ってこなかった会計データが日常的
に用いられるようになり、それに伴いビジネ
ス・マネジャーが描き出す「現実」が理解さ
れはじめた。最終的には、鉄道業務の職員も
含めすべての組織成員が、日々の業務活動を
ビジネス上の意義と結びつけて理解するよう
になっていった。このようにして、組織成員
間にビジネス文化が次第に醸成され、浸透し
ていったのである。

⑵　Dent （1991）によるケース研究の解釈
⒜　戦略変更のプロセスについて
戦略変更のプロセスには、２. ２で示した

ように、それが①革命的に行われるか、②進
化的に生じるかという両極の理念型がある。
Dent （１99１）によるケースについて見ると、
当初は革命的変更を企図したが、結果的には
進化的変更が行なわれ、両方の要素が見られ
た。

革命的変更と進化的変更というプロセスは、
２. ５で示したように、さらに①その変更が
行われた時期と②その変更が行なわれた組織
という点も加味して分析することができる。

ⅰ）変更の時期
Dent （１99１）によるケースでは、当初は、

短期間に戦略を変更すること（＝革命的変更）
が企図されていた。すなわち、政府の方針変
更を受けて、ビジネス・マネジャーという新
たなマネジメント層を設置し、一気に収益性
を高めようとした。しかし、そのポストを設
置するだけでは、短期間のうちにすぐには成
果が得られなかった。そこでその後、時間を
かけて、ビジネス・マネジャーとCEOによっ
てさまざまな取組みが行われ、徐々に「ビジ
ネスの文化」へと進化的変更が生じて行った。
つまり、当初は革命的変更が企図された（結
局、失敗した）が、時間の経過とともに浸透

する進化的変更の性格が強く見られた。
ⅱ）変更の組織
Dent （１99１）によるケースでは、革命的

変更を象徴する組織として、ビジネス・マネ
ジャーというマネジメント層が新設された。
他方で、鉄道業務の組織には、当初はまった
く変化が見られたかった。ところが、ビジ
ネス・マネジャーやCEOによるさまざまな
取り組みの結果として、鉄業業務の組織でも、
進化的に「ビジネスの文化」が浸透していっ
た。つまり、新しいマネジメント層という革
命的変更がなされた組織と進化的変更が生じ
た鉄業業務部門というそれぞれ異なる組織に
おいて、戦略変更が行われていた。

⒝　戦略変更の組織コンテクストについて
戦略変更の組織コンテクストには、２. ３

で示したように、それが①リーダーシップ
主導で行われるか、②組織ダイナミクス主
導で行われるかという両極の理念型がある。
Dent （１99１）によるケースについて見ると、
当初は、リーダーシップ主導であったが、ビ
ジネス・マネジャーの取り組みをきっかけと
した組織ダイナミクスの貢献も大きい。

ⅰ）変更の時期
Dent （１99１）によるケースでは、当初は、

リーダーシップ主導で戦略変更が実施された。
具体的には、ビジネス・マネジャーという新
たなマネジメント層が設置され、セグメント
別損益計算が修正された。その後、組織ダイ
ナミクス主導の時期が続いた。ビジネス・マ
ネジャーからCEOへの働きかけによるビジ
ネス・マネジャーの地位向上、およびマネジ
メント・コントロール・システムの変更の結
果、組織ダイナミクス主導の様相で、「ビジ
ネスの文化」が組織成員へ徐々に浸透して
いった。つまり、変化のきっかけはリーダー
シップ主導で与えられ、組織ダイナミクスが
それに追随していった。 

ⅱ）変更の組織
Dent （１99１）によるケースでは、CEOに
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よるリーダーシップ主導でビジネス・マネ
ジャーという新たなマネジメント層が設置さ
れた。それによって企業の収益性を一気に高
めようとしたが、それがすぐに結果に結びつ
いたわけではない。鉄道業務部門の組織内部
では、ビジネス・マネジャーの働きかけによ
るマネジメント・コントロール・システムの
変更などに込められたメッセージが次第に受
容され、組織ダイナミクス主導で、徐々に「ビ
ジネスの文化」に染まっていった。つまり、
戦略変更の組織に関しては、それぞれ、リー
ダーシップ主導の組織（新たなポストの設置）
と組織ダイナミクス主導の組織（鉄道業務部
門での戦略変更）があった。

以上をまとめると、Dent （１99１）のケース
研究における戦略変更は、図表７のようなも
のであったことが判明する。

結びにかえて

本稿では、de Wit & Meyer （２０１４）によ
る戦略変更の概念に依拠して、戦略変更とマ
ネジメント・コントロールとの関係性につい

て検討した。de Wit & Meyer （２０１４）の見
解に基づくならば、戦略変更といっても一様
ではなく、少なくとも、①戦略変更のプロセ
ス、②戦略変更の組織コンテクスト、③戦略
変更の時期、④戦略変更の対象組織の４つの
要素を考慮して、どのような様相で戦略変更
が実施されているかを識別することが重要で
あることが分かる。

一口に戦略変更といっても、短期間に実施
される革命的変更の場合と漸進的に変化が進
行する進化的変更の場合とで、そして、リー
ダーシップ主導の場合と組織内の衆知に依拠
した組織ダイナミクス主導の場合とで、マネ
ジメント・コントロール・システムの役割が
異なってくるはずである。さらに、時期に
よって、マネジメント・コントロール・シス
テムに期待される役割が変化すること、そし
て、戦略変更が組織全体だけでなく、その一
部で部分的かつ段階的に実施されることもま
れではない。したがって、戦略変更とマネジ
メント・コントロール・システムとの関係性
を明らかにするには、上記の４つの要素を確
認する必要がある。

図表７　Dent（1991）のケース研究の分析結果

出所：筆者作成
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定量的研究には、多くの組織に当てはまる
法則を発見しうるというメリットがある。し
かしながら、戦略変更という問題領域に関し
ては、その形態がさまざまであることから、
Abernethy & Brownell （１999）自身が指摘
している通り、定量的研究では「戦略変更の
ダイナミクス」を考察できないという点は軽
視できない。完全無欠な研究方法などは存在
しないのであるから、より洗練された手法を
開発するとともに、詳細な個別状況を含んだ
ケース研究を蓄積して補完するよりほかに手
立てはない。

で は、Abernethy & Brownell （１999） が
言う「戦略変更のダイナミクス」はどのよう
にして明らかにできるのであろうか。Aber-
nethy & Brownell （１999）自身はそれ以上詳
しい説明を行っていないが、本稿での考察結
果に基づくと、戦略変更のプロセス、その組
織コンテクスト、その時期、その組織という
４つに着目することで、個別的で具体的な経
営現象である戦略変更のダイナミクスをより
詳細な形で明らかにできると考える。

本稿では、戦略変更に対するマネジメント・
コントロールの役割を検討するための枠組み
として、戦略変更の４つの要素からなる分析
枠組みを提案した。それによって、戦略変更
に対するマネジメント・コントロールの役割
が実に多様なことが判明する。

具体的には、変更プロセスの観点に着目す
るならば、革命的変更のための役割と進化的
変更のための役割は大きく異なる。革命的変
更のためであれば、組織全体を一つにまとめ
る必要が出てくる。すなわち、進化論的に言
えば、「分散」を制限するようなマネジメン
ト・コントロールが求められる。他方で、進
化的変更のためであれば、多様な取り組みを
許容する必要が出てくる。すなわち、「分散」
を増やすようなマネジメント・コントロール
が求められることになる。

また、組織コンテクストに着目すると、リー

ダーシップ主導の際と組織ダイナミクス主導
の際とで、マネジメント・コントロールが果
たす役割には大きな違いが生じる。リーダー
シップ主導の戦略変更のためであれば、必要
に応じてトップダウンで資源を配分し、無駄
を排除するための役割がマネジメント・コン
トロールには求められる。他方、組織ダイナ
ミクス主導の戦略変更のためであれば、タ
イトなコントロールではなく、Mintzberg & 
Waters （１985）の言うアンブレラ戦略のよ
うに、下位の組織成員に一定の制限下におい
て自由裁量を認めたり、そのための余裕資源
を準備したりするような形でのマネジメン
ト・コントロールが求められる。

しかも、戦略変更に対するマネジメント・
コントロールの役割を考える上では、そのプ
ロセスと組織コンテクストについては、さら
に、その時期と対象組織の点からも検討して
いかなければならない。つまり、戦略変更に
対するマネジメント・コントロールの役割は
実に多様なのである。

したがって、同じ戦略変更に関するマネジ
メント・コントロール研究であっても、その

「戦略変更」自体には違いがあることに着目
しなければならない。

Simons （１995）が明らかにした戦略変更
のケースでは、その変更が同じ時期に同じ組
織で共に見られたが、いずれかと言えば、革
命的変更の色彩が強く、リーダーシップ主導
が強調されたバランス取りがなされていた１０）。
Abernethy & Brownell （１999）の研究では、
Simons （１995）によるインターラクティブ・
コントロール・システムの概念に依拠してい
るが、定量的研究であるために、戦略変更の
プロセス、その組織コンテクスト、その時期、
その対象組織などは考察外に置かれていて、
どのようなメカニズムでマネジメント・コン
トロールが戦略変更に貢献したかは不明であ
る。Dent （１99１）が調査した戦略変更のケー
スでは、当初は一部の組織（ビジネス・マネ
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ジャー）を対象とした革命的変更かつリー
ダーシップ主導による変更であったが、結果
的には、鉄道業務部門を対象とした進化的変
更かつ組織ダイナミクス主導の時期がその変
更の中心を占めていた。

一口に「戦略変更」と言ってもその内容は
異なる。であれば、そのような多様な戦略変
更に対するマネジメント・コントロールの役
割も多様なはずである。今後、戦略変更との
関連でマネジメント・コントロールについて
検討する際には、このような多様性に目を向
けることが必要となろう。

なお、２. １で示したように、経営戦略上
の課題を３つの要素、すなわち、①戦略コン

テンツ、②戦略プロセス、③戦略コンテクス
ト、に分類しているde Wit & Meyer （２０１４）
の見解に従うならば、戦略変更に関する研究
も、①戦略変更のコンテンツ、②戦略変更の
プロセス、③戦略変更のコンテクストに大別
できる。このうち、本稿では、戦略変更のプ
ロセスと戦略変更のコンテクストのうちの組
織コンテクストとの関連でのみ、マネジメン
ト・コントロールについて検討した。残りの、
戦略変更のコンテンツおよび戦略変更のコン
テクストのうちの業界コンテクストと国際的
コンテクストとの関連での考察については、
今後の検討課題としたい。

（注） 
１）戦略変更がビジネス・システムの根本的な変更

であるのに対して、業務変更は、（業績向上の
ために行われる）既存システムの枠内での更新
である（de Wit & Meyer, ２０１４, p. １96）。

２）なお、本稿では、後述するように、戦略上の課
題を、コンテンツとプロセスだけでなく、さ
らにコンテクストも加えて整理するde Wit & 
Meyer（２０１４）の見解を採用する。

３）業界コンテクストとは、競争の舞台である業界
がどのような状況にあるのかということを意味
する。戦略との関係では、業界コンテクストが
個々の企業の行動をどの程度規定するか、個々
の企業から業界に対して影響を及ぼすことがで
きるか、ということが問題となる。

４）企業が国内市場に留まらず海外市場へと進出す
ると、国内だけの場合には生じなかった追加的
な問題に直面する。それが国際的コンテクスト
であり、具体的には、国ごとに相違があったり、
一国の状況が他国に及ぼす影響の程度が違って
いたりする。戦略との関係で問題となるのは、
世界的な収斂の流れに従うのか、国際的な多様
性を維持し続けるのかということである。

５）de Wit & Meyer（２０１４, p. １8） によると、 同時

処理のうち「併置する（juxtaposing）」とは、
反対物を同時に受け入れることで、そのために
はダイナミック・ケイパビリティが必要になる。

「解決する（resolving）」とは、両者を合成す
ることで、新しい統合の形を見つけようとする
ものである。「止揚する（embracing）」とは、
弁証法的発展を意味しており、両者の対立を積
極的に利用し、創造性に結びつけようとするも
のである。

６）Simons（１995, p. 5） は、マネジメント・コン
トロール・システムを公式的なものに限定して
定義している。

７）このGrayの指摘は、Simons（１99０）の論文に
対するものであるが、Simonsの１995年の著書
でも基本的な考え方は変っていないため、同じ
指摘が当てはまると思われる。

８）その基本的なアイデアは、Mintzberg & Wa-
ters（１985） の ア ン ブ レ ラ 戦 略（umbrella 
strategy）の概念に依拠していると考えられよ
う。

９）後述するように、Abernethy & Brownell（１999）
自身、定量的研究には「戦略変更のダイナミク
スを考察できない」（p. ２００）という問題があ
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ることを指摘している。
１０）Simons（１995）の考察は、４社の事例を合算

して行っているために、両極の要素が同じ時期
に同じ組織で共に見られた結果になったのかも

しれない。仮に、個々の企業のケースを詳細に
分析すれば、戦略変更の「時期」や「組織」が
異なっている可能性も否定できないであろう。
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（Abstract）
As a role of management control system, execution of an established strategy is 

highly expected. Carrying out of an established strategy has important significance. The 
contribution of management control system to corporate performance is worth immeasurable 
value. In addition, a role of management control system to change organizational strategy 
attracts more and more attention. Factors such as a change of the company environment, 
the competition with the competitors, the shortened product life cycle are ordinary, not 
exceptional in today’s business context. In this research, we try to make clear what kind of 
role the management control should play for an organizational strategic change. Depending 
on de Wit & Meyer （2014）, we propose the promising analytical framework that included 
four elements of organization （strategic change process, context, time, organization）.




